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本日御議論いただきたい内容

⚫今般の中東情勢の悪化により、エネルギー安全保障の重要性が高まっている。

⚫現時点においては、電力・ガス分野への影響は限定的であり、必要な燃料は確保されている
状況である一方で、中東情勢の先行きは不透明である上、生産国におけるガス産出施設のト
ラブルなども発生しており、引き続き、予断を許さない状況。

⚫本日は、こうした状況を踏まえ、今後、我が国における電力の安定供給確保に向けて、どの
ような対応を進めていくべきか、御議論をいただきい。

⚫まずは事務局から、①近年の需給ひっ迫時等に講じてきた対策、②今般の中東情勢を踏まえ
た対応状況、③諸外国の対応状況 を整理したのでこれらを御説明する。

⚫その上で、これらも踏まえつつ、今般の中東情勢を踏まえた検討として、地政学リスクへの
備えの強化、電力の強靭な供給力の確保、安定的な電気料金を実現するための事業・市場環
境の整備等について、御意見をいただきたい。
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１．過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応

２．今般の中東情勢を踏まえた対応状況

３．諸外国の動き

４．今後の対応の方向性
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過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応

⚫2020年度冬季や2022年において、気候や地震の影響により、需給ひっ迫が発生。

⚫また、2022年にはロシアによるウクライナ侵略開始による燃料価格の高騰により、多くの小
売電気事業者が退出するなど社会に混乱を生じさせることとなった。

⚫こうした事態を経験し、我が国では以下のような電力需給ひっ迫に対する対応等が進められ
てきた。

（１）燃料調達 ：燃料ガイドラインの制定、燃料モニタリング

（２）燃料ひっ迫対策 ：融通スキーム、JEPXへの応札価格ルールの見直し

（３）市場価格高騰への対応  ：インバランス料金上限価格の導入

  市場リスクマネジメントに関する指針の策定

（４）需要家への転嫁 ：料金洗い替えによる燃調上限の引き上げ

（５）影響緩和 ：需要家のDRの推進、電気料金激変緩和対策
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【過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応】
（１）燃料調達：燃料ガイドラインの制定、燃料モニタリングの実施

⚫2021年１月上旬、断続的な寒波による電力需要の大幅な増加や LNG 在庫が減少したことに
よるLNG 火力発電の稼働抑制を主因として、全国的に電力需給がひっ迫する事態が発生した
ことを受け、2021年10月25日に「需給ひっ迫を予防するための発電用燃料に係るガイドラ
イン」を策定。

⚫電力の安定供給や電力市場の安定化のため発電事業者が取る燃料調達行動の目安や、国・広
域機関の取り得る対応や役割を提示。

⚫また、資源エネルギー庁において、大手電力が使用する発電用LNGの在庫状況（週末在庫）
についてモニタリングを実施し、資源エネルギー庁のHPにおいて公表している。



• 国内事業者にLNGの安定調達に支障を来す事態が生じた場合に備え、地域連携スキーム、

更には全国連携スキームを整備（2021年スキーム構築）。

• 事業者による取組を行ってもなお対応できない場合、資源エネルギー庁は、必要に応じて、

電力・ガス会社間のLNG融通の仲介を行う。

【過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応】
（２）燃料ひっ迫対策：全国連携融通スキーム
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※地域ごとの連携体制は、共同基地を有している、基地間の距離が近い、
導管によりガスを送ることができる電力・ガス会社間の連携を想定。

電力会社Ａ
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在庫情報、供給途絶
情報等を報告

③要請に基づき、
相対交渉

地域ごとに、事業者間の窓口交換、
連携確認、融通の事前準備等

資源エネルギー庁による情報共有、
安定供給への協力要請等

＜地域協議会＞ ＜官民連絡会議・作業部会＞
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• 燃料の追加的な調達を促すため、2021年に、スポット市場への限界費用入札の考え方の
見直しを行い、長期契約で調達した在庫単価のみならず、追加的な調達価格を考慮した
入札価格も許容されることを明確化。

【過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応】
（２）燃料ひっ迫対策：応札価格ルールの見直し

出典：第67回制度設計専門会合（2021年11月26日）資料４より抜粋



• 2021年の電力需給ひっ迫に伴うスポット価格の高騰に伴い、インバランス料金も高騰。インバランスを
回避するためにスポット市場で小売事業者による高値買いが誘発され、それが更なるスポット市場価格、
インバランス料金の上昇をもたらすスパイラル的な高騰が発生した。

• こうした状況を踏まえ、2022年４月からの新インバランス料金制度の一部を前倒し実施し、インバラン
ス料金単価の上限を200円/kWhとする措置を、2021年1月17日分の単価より適用した。

• 2022年４月以降、これまでの市場連動型のインバランス料金制度に代わり、調整力価格及び需給
連動型の新たなインバランス料金制度が導入された。

（※更に、2026年10月１日からは、需給ひっ迫時補正インバランス料金の上限価格（C値）の見直しや、長期間高額なインバランス料金が継続した
ときのセーフティネットとして補正インバランス料金の上限価格を引き下げる措置を導入することとされている。）

【過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応】
（３）価格高騰対策：インバランス上限価格の導入
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⚫ 2021年１月上旬、需給ひっ迫によりスポット市場価格が高騰したが、小売電気事業者について、
必ずしもスポット市場価格の変動リスク等の把握や管理を実施できていない実態が存在していた。

⚫ また、電力システム全体として必要となる供給力の維持に向け、小売電気事業者だけでなく、発
電事業者におけるリスクマネジメントも促し、発電事業者の収益確保を後押しする必要があった。

⚫ こうした観点から、電気事業者におけるリスクマネジメントの一助となるよう、実施が望ましいと
考えられる行為を規定するとともに、ヒアリング等をベースに、参考事例集を整備した。

第36回電力・ガス基本政策小委員会
（2021年6月15日）資料7より抜粋

【過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応】
（３）市場価格の高騰に対する対応：「地域や需要家への安定的な電力サービス
実現に向けた市場リスクマネジメントに関する指針」の策定（2021年）
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⚫ ウクライナ侵攻に伴う燃料価格の高騰などを背景として、電気の規制料金（特定小売供
給約款 料金）を改定するため、2022年11月及び2023年1月に、大手電力会社（みなし
小売電気 事業者）7社が、特定小売供給約款の変更認可申請（以下「本申請」とい
う。）を行った。

⚫ 本申請については、電力・ガス取引監視等委員会の料金制度専門会合で、中立的・客観
的 かつ専門的な観点から、厳格かつ丁寧に審査した（料金制度専門会合は計16回開催）。 

2022年11月末 • 大手電力会社5社（東北・北陸・中国・四国・沖縄）が変更認可申請

2022年12月～
• 料金制度専門会合における審査（計16回）
• 公聴会・パブリックコメント（国民の声）・関係省庁等の意見を踏まえて検討

2023年1月末 • 大手電力会社2社（北海道・東京）が変更認可申請

2023年3月中旬 • 大手電力会社7社に対し、直近の燃料価格などを踏まえて原価等を再算定するよう指示

2023年3月末 • 大手電力会社7社が、原価等の再算定を行い、補正を提出

2023年4月27日
• 本申請に係る査定方針案の取りまとめ
• 経済産業省から消費者庁への協議開始

2023年5月15日 • 消費者庁と経済産業省との協議終了

2023年5月16日
• 物価問題に関する関係閣僚会議にて査定方針了承
• 大手電力会社7社が、変更認可申請に係る補正書を提出

2023年5月19日 • 経済産業大臣が大手電力会社7社の変更認可申請を認可

本申請に係る主な経緯

特定小売供給約款の変更認可申請に係る査定方針
【概要版】（2023年5月16日）より抜粋・一部修正

【過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応】
（４）需要家への転嫁：料金洗い替えによる燃調上限の引き上げ



• 輸入燃料価格の高騰により、2022年2月以降、大手電力10社全社の燃料費調整
額が上限に到達。

• 2022年6月、大手電力7社が料金改定を実施。

【過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応】
（４）需要家への転嫁：料金洗い替えによる燃調上限の引き上げ
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実施スキーム

国

事務局

公募・交付

小売事業者等

電気の消費者
（家庭・企業）

ポイント等付与
プログラムへの登録

節電実施

公募・交付

対価支払型の節電プログラム※に参加して、一層の省エネに取り組んでいただいた家庭や
企業に対して、電力会社によるポイント等の特典に、国による特典を上乗せする支援

※対象となるプログラムは以下のとおり。

第２弾：実行支援

小売り電気事業者等が提供する節電プログラムに登録した家庭や企業に一定額のポイン
ト等付与（低圧（家庭等）：2,000円、高圧特高（企業）：20万円）

第１弾：登録支援

① 月間型（kWh）プログラム
前年同月比で一定の電力使用量を削減した
場合、達成として評価し、対価を支払う（低
圧：1000円/月、高圧特高：2万円/月の上
乗せ）

② 指定時型（kW）プログラム
電力会社が指定する日時に、電力使用量を削
減した場合、削減量に応じた特典を提供（需
給ひっ迫注意報・警報時40円/kWh、その他
20円/kWh上限での同額上乗せ）

第67回電力・ガス基本政策小委員会
（2023年12月7日）資料3より抜粋

【過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応】
（５）影響緩和：対価支払型DRの促進

• 需給ひっ迫時に、簡単に電気の効率的な使用を促す仕組みの構築に向け、小売
電気事業者等の①節電プログラムへの登録と②節電の実行を支援。2022年12
月～2023年3月に実施。
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節電プログラム促進事業に参加した事業者 ２９０者

節電プログラムを実施した事業者 ２５１者

月間型のみを実施 １４１者

指定時型のみを実施 ５５者

月間型・指定時型の両方を実施 ５５者

節電プログラム促進事業参加事業者数
事業終了後の指定時型節電プログラム
実施の有無

実施
60.5％

実施せず
39.5％

N＝81

第67回電力・ガス基本政策小委員会
（2023年12月7日）資料3より抜粋

【過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応】
（５）影響緩和：対価支払型DRの促進
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• 電気利用効率化促進対策事業に参加した小売電気事業者は、大手電力・新電力
あわせて290者。販売電力量総計に占める割合は95％超。

• 指定時型プログラムを実施した事業者に対して行ったアンケートでは、回答者
の６割以上が2023年度夏期においても、自主的な取り組みとして節電メニュー
を展開し、需要家に対して節電を促した。

• 本事業を契機に、多様な料金メニューの一部としてDRを含めた需要管理に関す
る取り組みが拡大したと考えられる。
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１．過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応

２．今般の中東情勢を踏まえた対応状況

３．諸外国の動き

４．今後の対応の方向性



オーストラリア

39.7%

マレーシア

14.8%

ロシア

8.9%

アメリカ合衆国

6.9%

インドネシア

6.0%

パプアニューギニア

5.3%

カタール

5.3%

オマーン

4.5%

ブルネイ

4.0%

アラブ首長国連邦

1.0%
その他

3.6%

LNG輸入量
（2025年）
約6,498万トン

出典：財務省貿易統計

原油輸入先・量 LNG輸入先・量

アラブ首長国

連邦

43.3%

サウジアラビ

ア

39.4%

クウェート

6.2%

カタール

4.2%

アメリカ合衆

国…

エクアドル

1.1%
オマーン

1.0%
その他

1.0%

原油輸入量
（2025年）

日量約236万バレ

日本の化石燃料の輸入先

石炭輸入先・量

オーストラリア

74.8%

インドネシ

ア

12.8%

カナダ

4.1%

米国

3.8%

南アフリカ

3.5%

その他

1.0%

石炭（一般炭）
輸入量

（2025年）
約１億２７万トン
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⚫ 化石燃料のほぼ全量を海外から輸入。ホルムズ海峡を経由する原油の輸入は９割超。

⚫ LNGは原油に比べ調達先の多角化が進んでおり、ホルムズ海峡を経由する輸入量は約
400万トンと約６％。

⚫ 石炭は豪州、インドネシア、北米が中心であり、中東への依存がない。
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中東情勢に伴う今後のLNG供給

出典：IEA「Gas Market Report, Q2-2026」 https://www.iea.org/reports/gas-market-report-q2-2026

• カタールエナジーによれば、カタールのLNG生産設備のうち第4系列及び第6系列が損傷して

おり、計1,280万トン（同国の輸出量の約17％に相当）については、復旧に最大5年を要す

る見込みとされている。

• また、IEAは、中東情勢の悪化に伴うホルムズ海峡の混乱により、世界のLNG供給の約20％

が一時的に失われ、短期的な需給構造と中長期的なLNG市場の見通しが大きく変化したと指

摘。短期的な供給混乱と中期的な供給影響の双方を考慮すると、2026～2030年で約1,200

億立方メートル（世界供給の約15％）のLNG供給が失われる見込み。一方で、他の地域での

新たなLNGプロジェクトにより、こうした供給損失は次第に相殺される見込みだが、2026

年および2027年にかけても市場のひっ迫状態は継続する見込み。

https://www.qatarenergy.qa/en/MediaCenter/
Pages/newsdetails.aspx?ItemId=3897

https://www.iea.org/news/middle
natural

https://www.iea.org/reports/gas

（課長ご指摘）
らない（施設が破壊されたので原油価格が高止まりする可能性／
出が
よいかなと思いました。その上で、そういう状況が一定期間継続することを前提
として際に、（これまでは大きな支障は出ていないものの）今後どういう対応を
取るべきか、という点も論点に含めてはどうですかね？
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3/27(金）から国家備蓄原油の放出が開始された白島国家石油備蓄基地
出典：白島展示館HP（https://museum.shirashima.jp/faclity/）

石油備蓄の放出について

⚫ 国民の生活と経済活動を守るため、世界でも中東依存度が突出して高く、大きな影響
を受ける我が国として、率先して石油備蓄を放出することを決定。

①3月16日（月）から15日分の民間備蓄の放出を開始。

②3月26日（木）から当面１か月分の国家備蓄原油の放出を開始。

③3月26日（木）から約6日分の産油国共同備蓄原油の放出を開始。

④５月1日（金）から約20日分の国家備蓄の放出を開始。

⚫ Ｇ７エネルギー大臣会合やＩＥＡ事務局長との議論において、アジアの厳しい状況へ
の理解を求めるとともに、世界規模での対応の必要性を訴え、ＩＥＡ史上最大規模と
なる合計４億バレル超の協調放出を実現。



当面の備蓄方針について
⚫第2弾の国家備蓄放出に際しては、5月の代替調達率を保守的に4割と想定して放出量を決定した一方、
現時点では、当初の想定を上回る約6割（日量約140万バレル）の代替調達が実現できる見込み。

⚫また、6月についても約７割以上の代替調達に目途。輸送上のリスクを考慮し、代替調達率を保守的
に６割（日量約140万バレル）と想定しても、これまでの備蓄放出決定分を活用し、6月に必要な原
油を確保できる
見通し。このため、今月の第3弾の国家備蓄放出の決定は行わないこととする。

⚫民間備蓄の義務水準（現在は55日）は、次の1か月間も維持することとする。

⚫来月以降の国家備蓄放出については、今後の代替調達の状況を踏まえ、必要に応じ、機動的に対応を
行っていく。

※ 前年同月並みの生産に必要となる原油量（5月及び6月に必要となる原油量は、年平均（日量236万バレル）よりも少ない）。

5月の調達見込み（5月12日時点）

6月の調達見込み（5月12日時点）

代替調達分（日量約140万バレル）

代替調達分（日量約140万バレル）
※代替調達率を保守的に６割と想定

5月に必要となる原油量※：日量216万バレル

6月に必要となる原油量※：日量216万バレル

これまでの備蓄放出決定分

日量約90万バレル

これまでの備蓄放出決定分

19
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石油火力発電の燃料消費量

出典：電力調査統計

• 石油火力は、高需要期である夏・冬を中心に稼働している。また、離島の電力供給の

主力として活用されている場合や、系統運用上必要な電源として役割を果たしている

場合もある。

• 石油火力発電の主な燃料はC重油。発電事業者は、2026年1月末時点で50万kL超と、

毎月の消費量を大幅に上回る水準で在庫を保持（各社ヒアリングを通じ、2026年5月

中旬時点でも安定した在庫水準を確保していることを確認）。
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第5回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2026年3月27日）資料7を時点更新
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大手電力会社のLNG在庫（2026年5月17日時点）

⚫ 資源エネルギー庁において、大手電力が使用する発電用LNGの在庫状況（週末在
庫）についてモニタリングを実施し、資源エネルギー庁のHPにおいて公表している。

⚫ 大手電力会社の最新（5/17時点）の在庫は、過去5年平均と概ね同水準となっている。

※大手電力会社に対する調査に基づき資源エネルギー庁作成。
※在庫量はデッド（物理的に汲み上げ不可な残量）を除く数量

（万トン）

第4回電力・ガス需給と燃料(LNG)調達に関する官
民連絡会議（2026年3月10日）資料3を時点更新

5/17時点（最新）
204万トン
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ガス事業者のLNG在庫の推移（2026年2月末時点）

⚫ 2025年度のLNG在庫については、過去５年平均と概ね同水準で推移（※）。

（万トン）

※ガス事業生産動態統計より作成。2026年2月末時点まで公表済み。
※ガス事業者：ガス事業法第２条第12項に規定するガス事業者（同条第10項に規定するガス事業者を除く。）

2月末時点（最新）
204万トン

※2026年5月中旬時点の在庫は、各社ヒアリングを踏まえれば、安定した在庫水準を確保している。

第4回電力・ガス需給と燃料(LNG)調達に関する官
民連絡会議（2026年3月10日）資料3を時点更新
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石炭火力発電の燃料在庫

• 発電事業者は、概ね1か月分の消費量と同等の在庫量（700～900万トン程

度）を常に保有している（各社ヒアリングを通じ、2026年5月中旬時点で

も安定した在庫水準を確保していることを確認）。

• また、多くの発電所は、敷地内に貯炭場を保有しており、外航船から直接ま

たはコールセンターを経由して内航船やトラックで自社の貯炭場までの輸送

を行っている。

0

500

1,000

1,500

発電用燃料（石炭）
受入量

消費量

月末貯蔵量
(万トン)

出典：電力調査統計
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2021年後半からの原油価格の動向

⚫ 原油価格は、5/15時点では、WTI 105.42ドル（攻撃前比較：＋38.40ドル、

57.3％）、ブレント 109.26ドル（攻撃前比較：＋36.78ドル、＋50.7％）。

原油価格の動向
第5回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会

（2026年3月27日）資料7を時点更新
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LNG価格の動向

JKM

2/27 11.06

JKM

5/15 18.47

出典：Platts、IMF、ICEほか各種資料により資源エネルギー庁作成

⚫ アジアのLNGスポット取引価格は、2/27時点では11.06ドル／mmBtuで

あったが、5/15時点で18.47ドル／mmBtu。

JKM

3/7 84.76

第4回電力・ガス需給と燃料(LNG)調達に関する
官民連絡会議（2026年3月10日）資料3を時点更新
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石炭価格の動向

⚫ 豪州 New Castle港積み一般炭先物取引 FOBインデックス価格(6,000kcal)

は、2/27時点では115.8ドル／トンであったが、5/15時点で131.7ドル／ト

ン。

（ドル／トン）

2021 2022 2023 2024 2025 2026

出典：ICE Global Coal
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JEPXスポット市場価格の動向

出典：JEPXスポット市場（システムプライス）から資源エネルギー庁作成

⚫ JEPXスポット市場価格は、5/20時点で19.52円/kWh。
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第4回電力・ガス需給と燃料(LNG)調達に関する
官民連絡会議（2026年3月10日）資料3を時点更新
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JEPXスポット市場価格（エリア別）の動向

• JEPXスポット市場のエリアプライスは、2026年度３月以降、中東情勢に伴う燃料価

格の上昇影響等を反映し、上昇傾向にある。

• 特に、2026年４月以降は、東日本を中心にエリアプライスが上昇したが、これは、

中東情勢の影響に加えて、一部の事業者間の既存契約の終了に伴う、スポット市場へ

の売買入札量の急増や、東日本エリアにおける連系線作業による運用容量の低下等、

複合的な要因による。

出典：JEPX HP
※各月の平均約定価格の推移を抽出。なお、2026年5月は、5月1日～5月20日のみを対象としている。

4月2025年3月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 2026年1月 2月 3月 4月 5月
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今般の中東情勢を踏まえた先物市場価格の動向
電市室相談させてください。

出典：EEX Market Data Hubより作成、EEX提供

⚫ EEX日本電力先物（東京エリア・ベースロード）のフォワードカーブをみる

と、月次物、四半期物、季節物、年度物のいずれも価格が上昇している。

月次物 四半期物 季節物 年度物
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先物市場の拡大

出典：いずれのグラフも東京商品取引所、EEXから提供された情報により経済産業省作成

• 電力価格のヘッジ手段として先物市場での取引が拡大している。
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小売電気事業者の新規受付停止について

• 3月以降、産業用（特別高圧・高圧）を中心として、新規受付の停止を行っ

ている大手小売電気事業者が数社確認されている。

• 同じ電圧区分でも固定価格メニューなど、一部のメニューのみ停止している

ケースも確認された。

• 確保している供給力に余力がなくなり市場から調達する必要が生じた際に、

電気の調達価格が販売価格を上回ることとなる可能性等を踏まえ、受付の停

止が行われている可能性がある。

対象

A社 特別高圧、高圧

B社 特別高圧、高圧

C社
特別高圧、高圧

低圧

出典：公表情報を元に資源エネルギー庁において作成（2026年５月）



32

非効率石炭火力の緊急的な稼働について

• 第4回の本小委員会において、容量市場における非効率石炭火力の稼働抑制措置を、

緊急的な対応として、2026年度においては適用しないこととしたところ。

• 大手発電事業者からのヒアリングによれば、上記方針を踏まえ、非効率石炭火力を設

備利用率50％を超えて稼働する方向で燃料調達等の調整をしている模様。

第5回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会
（2026年3月27日）資料7より抜粋



LNGの節約効果
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⚫我が国のLNGについて、ホルムズ経由での輸入は６％ （年間400万トン程

度）であるが、電力・ガス事業者は、ほぼそれと同水準の在庫（400万トン

程度）を保有。代替調達も着実に進んでおり、現時点で電力の安定供給に支

障は生じていない。

⚫さらに万全を期す観点から、発電効率が低い石炭火力について、年間の設備

利用率を50％以下に抑制する措置を2026年度は適用しないことで、石炭火

力の稼働を高める。

⇒ LNG年間約50万トンの節約

⚫東京電力柏崎刈羽原発６号機１基が営業運転

⇒ 定格出力で稼働した場合、LNG年間約110万トンの節約

⚫あわせて年間約160万トンのLNGを節約（ホルムズ経由LNG年間400万トン

の約４割相当）
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（参考）資源開発・燃料供給小委員会における議論①

第26回 資源開発・燃料供給小委員会
（2026年5月14日）資料3より抜粋
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第26回 資源開発・燃料供給小委員会
（2026年5月14日）資料3より抜粋

（参考）資源開発・燃料供給小委員会における議論②
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第25回 資源開発・燃料供給小委員会
（2025年12月5日）資料3より抜粋

（参考）資源開発・燃料供給小委員会における議論③
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第26回 資源開発・燃料供給小委員会
（2026年5月14日）資料3より抜粋

（参考）資源開発・燃料供給小委員会における議論④



原子力発電所の現状

38
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再生可能エネルギーの拡大と火力発電

⚫再生可能エネルギーの拡大は火力依存度の低減へ貢献してきた。

⚫具体的には、震災直後は電源構成に占める火力の割合が約9割に近づいたが今は７割を切って
いる。また、化石燃料輸入量も震災直後から1割～2割程度減少している。

（年度）
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（年）

出典：財務省貿易統計をもとに資源エネルギー庁作成出典：総合エネルギー統計（2024年度確報）をもとに資源エネルギー庁作成
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１．過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応

２．今般の中東情勢を踏まえた対応状況

３．諸外国の動き

４．今後の対応の方向性
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中東情勢を踏まえた諸外国における主な政策

電源政策

◆ 短期的な対応として、LNG火力比率の比較的高い国を中心に、石炭火力の活用を進める動
きが見られる。（韓国、タイ、フィリピン等）

◆ また、原子力についても、稼働率を引き上げる方針を表明するなど、積極的な活用を志向
する動きも見られる。（韓国等）

◆ 海外の化石燃料に依存しないエネルギー構造を構築するため、再エネ導入の加速を掲げる
動きも見られる。（EU、タイ等）

⚫中東情勢を踏まえたアジア・欧州の主要国の電源政策及び電気料金・市場政策について、各
国政府公表や現地報道を基に動向を調査した。

電気料金・市場政策

◆ 電源構成や中東依存度の違いにより国によって影響度は異なる上、現時点では影響が顕在
化していない国が多いが、電気料金の高騰への懸念から対策を講じる動きも見られる。

◆ タイでは政府補助により値上げ幅を抑制する措置を決定。フィリピンではスポット市場を
停止し、エネルギー規制委員会が電源種ごとの価格決定を行う臨時的な制度に移行。

◆ 欧州を中心に、ウクライナ侵攻時のエネルギー価格高騰を踏まえ、価格上限制度や電気料
金とガス市場価格との連動を緩和する対策等が既に導入されている国があり、それらの国
では今回の局面でも主にこれらの制度運用により対応している。
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国 電源・燃料対策 電気料金対策
※今般の中東情勢悪化以前から予定されていた施策も含む

中国 ✓ 従来から石炭火力比率が高く（約６割）、
LNG火力の比率は３％程度であるため、現状
の石炭火力水準を維持

✓ 天然ガス・石油価格による影響度が低い等の
要因から、電気料金水準は現状維持

韓国 ✓ 現行の石炭火力の稼働制限（稼働率上限
80％・休日停止）緩和

✓ 従来通りの安全規制に係る審査・認可を前提
に、定期点検中の原子力発電所の再稼働加速
の方針を表明

✓ 韓国電力公社の電気料金において燃料価格の
反映の凍結（燃料費調整単価の上限で維持）

※2021～2023年の燃料価格高騰時に燃料価格を 反
映せず電気料金を据え置いたため、過去分の未調整
燃料費が残存していることから燃調上限で据置き

タイ ✓ 石炭火力及び水力発電の最大限活用を指示
→操業停止予定だった２基の石炭火力ユニット
（メーモ石炭火力発電所9・10号機）の再稼働
など

✓ タイ電力公社の５～８月の電気料金値上げ・
燃料費調整額を政府補助により小幅に抑制

※当初、値上げの凍結も検討していたが、財政負担な
どを考慮し断念。

ベトナム ✓ 国内石炭供給を強化するため、炭鉱採掘能力
引上げ手続の簡素化を図る特別措置を審議

✓ 国有電力会社EVNが国内の石炭供給事業者と
発電所に対して連携して石炭の在庫水準の引
上げに取組むことを要請

✓ 政府による規制料金制であり、自動的な燃料
費調整制度も存在しないため、現時点で大き
な料金変動はない。

※燃料費等はEVNの発電コストとして吸収され、必要
に応じて料金改定が判断される仕組み

インドネシア ✓ 従来から石炭火力の比率が高く（約６割）、
国内産出の石炭・天然ガスの活用を維持

✓ 国営電力会社PLNの電気料金据え置き
✓ 政府からPLNへの赤字補填（補助）
※今般の中東情勢以前からインフレ対策として行われ
ていた措置の延長

フィリピン ✓ 国家エネルギー緊急事態宣言を踏まえ、再エ
ネ・石炭の最大限活用を図るため、エネル
ギー省から、石炭火力発電所等に対し増出力
指令をする系統運用指針に切替え

✓ エネルギー規制委員会（ERC）により卸電力
スポット市場停止（3月26日～）

✓ これに伴い、ERCによる電源種ごとの公定価
格スキームが導入され、市場連動を一時停止

出典：各国政府発表・現地紙報道等の公表情報をもとに資源エネルギー庁作成

（参考）アジア主要国の動向
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国 電源・燃料対策 電気料金対策
※今般の中東情勢悪化以前から予定されていた施策も含む

ＥＵ ✓ 既存の再エネ設備の最大限活用（許認可手続の
簡素化による既設の風力発電等のリパワリング
支援や既設の水力発電の改修等）

✓ 家庭・産業向けの電気料金への課税を引き下げ
る税制改正を提案

英国 ✓ 石炭火力はフェードアウト済みであり、天然ガ
スの中東依存度も僅かであるため、構造改革と
して再エネ・原子力を推進

✓ 電力多消費産業の電気料金を軽減するスキーム
（FITや容量市場等の賦課金を免除）の対象拡
大

ドイツ ✓ 2038年の石炭火力フェードアウト目標は維持
しつつ、予備電源として待機状態の石炭火力発
電所の再稼働について検討する方針

✓ 国庫補助による託送料金の引下げや産業向けに
EU最低税率まで電力税を恒久的に引下げ（イ
ラン情勢前に施行済み）

スペイン ✓ 石炭火力はフェードアウト済みであり、天然ガ
スの中東依存度も低いため、構造改革として再
エネ導入を加速させる方針

✓ 電気・ガス料金のVAT率引き下げの方針
（21%→10%）

イタリア ✓ 現状では再稼働しないが非常事態には石炭火力
を再稼働させる可能性に言及（2025年までと
していた石炭火力のフェードアウトを法改正に
より主に予備電源として2038年まで延期）

✓ 既存の低所得者向け電気料金補助拡大に加え、
産業向け電気料金の支援

✓ 系統賦課金の引下げ

フランス ✓ 原子力を中心とした電源構成を維持する方針
✓ 石炭火力は既に少数となっており従来の位置づ
けを維持

✓ 2022年のエネルギー価格高騰を踏まえ、価格
上限制度等の規制料金制度が存在

出典：各国政府発表・現地紙報道等の公表情報をもとに資源エネルギー庁作成

（参考）ＥＵ・欧州主要国の動向
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１．過去の需給ひっ迫時等に講じてきた主な対応

２．今般の中東情勢を踏まえた対応状況

３．諸外国の動き

４．今後の対応の方向性
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現状を踏まえた今後の対応の方向性
⚫今般の中東情勢を踏まえても、電力分野への影響は限定的。LNGの調達先は多角化され、ホ
ルムズ依存が少ないことに加え、再エネの導入拡大、原子力発電の再稼働による輸入燃料へ
の依存が低減していること等が寄与。引き続き、脱炭素電源の活用を進めることは必要。

⚫火力発電については、石炭火力の活用がLNGの節約につながる面があるように、複数の選択
肢を有していることの有効性が確認された。

⚫過去の需給ひっ迫時の経験を踏まえ、安定供給確保に向けた官民や事業者間での情報共有や
連携、小売事業者のリスクへの備えは一定進展。

⚫一方、電源の約7割を輸入燃料に依存する状況では、今後も、地政学リスクや国際燃料価格
の変動による影響を受けやすい構造にある。

⚫こうした我が国の電力をめぐる状況を踏まえ、今後、取るべき対応の方向性について御意見
をいただきたい。

【御議論いただきたい点】

１．地政学リスクへの備えの強化
２．電力の強靭な供給力の確保
➢火力発電の活用の在り方（kWの維持・確保、備蓄・在庫確保、脱炭素化 等）
➢ LNGや石炭の調達の在り方（サプライチェーンの確保、事業者間連携 等）
➢脱炭素電源の最大限活用を実現する方策（調整力の確保 等）

３．安定的な電気料金を実現するための事業・市場環境の整備
➢電力の中長期取引の普及・促進
➢小売事業者によるリスクヘッジ手段の活用
➢発電・小売と需要家との連携
など
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